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く機関による炭素の認証〉  く市場の要件〉
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' Commonvealth of Austraha(1997)p.610 UNEP/1PCC(2001)
|' Con■nonwea]tb of Au“,alla(1998)
"| 
これ喘 もともと2000年7月から導入した一取
消費税 (CST)の解説や使造を示すための首相声明
であつた。CSTの使途の‐ Fとして「より良い興発
のために」というサアタイトルをつけた環琴レま策費
が明示されている。Howard(1999)
の 前褐The Australian(2001)
の 国主開発・開螢や森林の扱いなど,土地利用に関
するCO,の排出■及収に関する計算方式は,
UNⅨ℃編約国会議でも末だ統一されたものはな
い。国によっては,この計算方式の差果が実効上の
京都議定書日凛を大きく左右するために,議論は紛
'り
!している.
20 これは,2∞1年1月から実施されている.適用範
囲は10万Vのグリッドに接続している①電力小
売業者(配電会社),②他の卸売り電力購入業者,③
プールを通して直接。間接的に電力を購入する者,
さらに④発電所から直接的に電力を購入する者であ
る。対象となる:再生可能工不ルギー発電の形式は以
下の12種類。①太陽,②風力,③海洋・波力・潮力
発電,④水力,⑤地熱 ⑥バイオ燃料 (埋立て地ガ
ス,パイオガス,バイオマス),C特定の廃棄物(農
作物のパイオマス副産物,ただし農業目的のための
大規模な土地浄化は除く)や持続的に管理される森
林営によるパイオマス副産物 (食品加工業と食品生
産業のバイオマス副産物)や下水処理によるもの(地
方自治体の混合廃棄物のバイオマス成分 :規制当局
に承認された他のバイオマス廃棄物),③太陽温水
器,⑨揚水発電,⑩独立的再生可能エネルギー発電
システム,①再生可能エネルギーと化石燃料との混
焼発電,さらに⑫再生可能エネルギーを利用した燃
料電池。適格発電所は「再生可能エネルギー電力証
書」を取得し,規則の対象となる電力購入者は,「証
書」の受け渡しによって, 自身が供給する電力が再
生可能エネルギーであることを証明する。
(2つ Northern Territoryの電力供給は,専ら天然ガ
ス火力に依存している。
(28)Tasmania州の電力は,一部小島に風力発電があ
るI以外は,IIydrO―Electric COrpOrationによるフト
カ発電所からの電力供給に依存している。
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(30)AGO(2000,c)
01)AGO(2000,d)
00 前掲AGO(2000,c)
(33)Hill(2000)
(34)NEDO(1999)
(35)AGO(2000,e)p.II-4
(36)IGP Office(1998)
(3つ IGP Office(1999)
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本研究は,1999年度長期在外研修の研修成果
の一部である。
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